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第１ 設問１  

１ 小問（１） 

（１） 請求１について  

㋐の反論は、配偶者短期居住権（民法（以下省略）１０３７条１項）に基づくものと思わ

れるが、認められるか。  

ア 甲建物を所有していた「被相続人」たるＡの「配偶者」であったＤは、相続が開始され

た令和５年４月１日の時点において、甲建物に「無償で居住」しているところ、Ｄは、同日

から「六カ月が経過する日」まで甲建物に無償で居住する権利を有する（同条１項１号）。 

イ 他方で、配偶者短期居住権を有する配偶者は、「従前の用法に従い」、「居住建物の使用」

をしなければならず（１０３８条１項）、同配偶者がそれに違反したときは、居住建物取得

者は、配偶者短期居住権の消滅を請求することができる（同条３項）。  

ウ 本件では、Ｄは、令和５年１０月１日が経過するまで、 甲建物に無償で居住する権利を

有する。もっとも、甲建物の「目的物の性質」（５９４条１項参照）は、居住用建物であっ

たところ、Ｄは１階部分をＢらの同意なしに改築し、同年８月１日には１階で惣菜店を始め

たことにより、 店舗用に甲建物を使用している。居住と、事業活動では、その用法が大き

く異なるため、Ｄのかかる一連の行為には、用法遵守義務違反が認められる。 

B が D に「あなたに・・住む権利はない。直ちにでていくように。」と述べたのは、D の

上記義務違反を理由に配偶者短期居住権の消滅請求の意思表示をしたものといえる（１０

３８条３項）。 

エ したがって、B の配偶者短期居住権の消滅請求が認められるので、Ｄの㋐の反論は認め

られない。  

（２）請求２について  

上述のように、Ｄは配偶者短期居住権に基づき甲建物を無償で使用することができると

ころ、同権利が存続する限り、Ｄは使用料相当額を支払う必要はなく、請求２を拒むことが

できる。もっとも、Ｄには用法遵守義務違反が認められ、Ｂの意思表示によりＤの配偶者短

期居住権は消滅するから、消滅後の使用料相当額は支払いを拒むことができない。 

したがって、D の配偶者短期居住権の消滅後は、下線部㋐の反論に基づいて請求２を拒む

ことができない。   

２ 小問（２） 

（１）請求１について  

ア ㋑の反論は本件土地の共有持分権に基づくものと思われるが、認められるか。  

イ 被相続人たるＡの死亡により、相続人であるＤ、Ｂ、Ｃ は甲建物を相続し、共有するこ

とになる（８８２条、８９０条、８９８条）。そして、各共有者は、共有物の全部について

その持分に応じた使用をすることができ（２４９条１項）、他の共有者は当然には明渡しを

請求することができない。また、本件でＤは甲建物の２分の１の持分を有しているため（９
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００条１号）、２５２条１項後段に基づき、共有物の管理に関する決定をＢ・Ｃで行うこと

もできない。  

ウしたがって、Ｄは㋑の反論に基づき、請求１を拒むことができる。  

（２）請求２について  

Ｄは、自己の２分の１の持分を超えて本件土地全体を使用しているところ、持分を超える

使用について、他の共有者に償還しなければならない（２４９条２項）。したがって、Ｄは、

相続が開始した同年４月１日以降の使用料をＢに支払う必要があり、共有持分権に基づき、

請求２を拒むことができない。 

第２ 設問２ 

１ 小問（１） 

（１）E の主張の根拠は５４１条による催告解除である。催告解除は、債務不履行の事実、

催告、相当期間の経過、解除の意思表示（５４０条 1 項）の要件を要するが、認められるか。 

（２）ア 本件で F の代金支払債務は履行期未到来であるので、その債務について債務不

履行の事実はない。そこで E は F の受領遅滞を理由に契約①を解除できるか検討する。 

イ 債権者が権利を行使するかについては、義務でなく自由であるから、債権者は弁済を受

領する義務を負わず、受領遅滞は公平の観点から、信義則上、法が特に認めた法定責任と解

する。もっとも契約内容から債権者が債務者の弁済を受領するべきといえる場合、明文の規

定はないが信義則上、債権者は受領義務を負い、この義務違反は債務不履行の事実となる。 

 契約①は乙池で育成中の１００匹の錦鯉全部を目的物とする売買なので、売主 E は引き

渡しまで、保管に手間をかけることになる。このような契約①の内容に照らすと、本件引渡

し日に E が弁済の提供をした以上、E は信義則上、受領義務を負うとするのが公平かつ妥

当である。本件債務は取立債務であるところ、債務者は弁済の準備をして期日に債権者が目

的物を受領しにくることを待っていれば、債務者ができることをすべて遂行したといえるの

で、現実の提供（４９３条本文）による弁済の提供があったといえる。E は約定の引渡し日

令和 4 年１０月１日、本件鯉を容器に入れて事務所に運び込み終日 F を待っていたのであ

るから、現実の提供により弁済の提供をしたといえる。 

 他方で F は E の弁済を受領していないので、F には受領義務違反があり、債務不履行の

事実が認められる。 

（３）令和 4 年 10 月 16 日に同月 30 日を「相当」期間として、「催告」している。そし

て、同月 30 日は「経過」している。また、同年 11 月 30 日に解除の意思表示をしている 

また F は本件コイを１匹も受け取っておらず、今後も受領する様子もないため、F の債務不

履行は軽微でもない。 

（４）以上から、E の主張は認められる。 

２ 小問（２） 
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（１）E は債務不履行に基づく損害賠償請求権を根拠に本問㋑の損害賠償請求をする。これ

が認められるには、債務不履行の事実、損害の発生、両者間の因果関係を要する（４１５条

１項本文）。 

（２）ア 上述のとおり、F の受領義務違反は債務不履行の事実にあたる。 

 E の F に対する本件コイの代金相当額１００万円の損害賠償請求は、契約①に基づく代

金支払債務に代わる損害賠償として填補賠償を求めるものである。本件では、４１５条２項

３号所定の債権が契約によって生じたものである場合においてその契約が解除された場合

にあたるため填補賠償請求が可能である。 

 F が受領拒絶による債務不履行をしなければ、E に代金相当額の損害が発生することはな

かったといえる。したがって、債務不履行の事実と損害発生との間の因果関係が認められる。 

 以上から４１５条１項の要件を満たす。 

イ もっとも E は契約解除により本件コイを F に引き渡さずに済み利益を得ているので、

損益相殺により損害賠償額を調整するべきである。 

 E は契約①の解除前は契約の拘束力により本件コイを売却することはできないが、解除後

に本件コイの価格が下落を続けていれば、これを売却して損害拡大を防止すると思われる。

そこで公平の観点から、E が契約①を解除した令和４年１０月３１日の本件コイの価格１匹

あたり７０００円を基準に、E が引渡しを免れたことで得た利益の額を算定する。 

 したがって、E は契約①の解除により本件コイ１００匹の引渡しを免れているので、その

合計額は７０万円である。 

 よって、E は損害額１００万円から７０万円を控除した３０万円の損害賠償請求が可能で

ある。 

（３）ア 営業利益１０万円の請求について検討する。 

 F が受領拒絶をしなければ E は空になった乙池で釣堀営業をして１０万円の営業利益を

得ることができたといえるので、債務不履行の事実と１０万円の損害との間に因果関係が

認められる。この損害は特別事情によって生じた損害である。 

イ 特別事情によって生じた損害については、当事者がその事情を予見すべきであったとき

に賠償請求を認めるものである（４１６条２項）。債務者が契約締結時点で予見すべきとは

いえない事情でも、債務不履行時までに予見すべき事情に基づく損害は、債務者に酷といえ

ないので、４１６条２項の損害賠償の範囲に含まれると解する。 

ウ 本件でみると、E が秋祭りの際に空になった乙池で釣堀営業の計画したのは、契約①の

締結後であり、これを F に説明したのは催告と同時に解除の意思表示をした同年１０月１

６日であった。 

 もっとも F は契約締結時点で E がコイの養殖業を営んでいたことは知っていたはずであ

り、コイの養殖業を営む者が後に釣堀営業をして利益をあげることの予見を債務不履行時ま

でに F に義務付けても、損害額が１０万円程度とそこまで高額でないことを加味して考え

れば、F に酷とはいえない。 
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 したがって、F は E が乙池で釣堀営業をするという特別事情を債務不履行時までに予見

するべきであったといえる。 

 よって、E の F に対する釣堀営業利益１０万円の請求は認められる。 

第３ 設問３ 

 １  （１）本件賃料債権は、物上代位の対象となるか。本件賃料債権は、丙建物の抵当権設

定者でないＬのＫに対する賃料債権であるため、「債務者が受けるべき金銭」（３７２条、３

０４条）にあたらないのではないか。  

この点、原則として、「債務者」には抵当不動産の転貸人は含まれず、転貸賃料債権に対

する物上代位は許されないものと考える。なぜなら、直接物的責任を有さない転貸人に物的

責任を負担させるのは妥当でないからである。 

もっとも、抵当不動産の転貸人を所有者たる抵当権設定者と同視することが相当な場合

には、転貸人に正常な取引によって得るべき利益があるとは言い難いので、例外的に転貸賃

料債権に対する物上代位も許される。  

（２） 本件についてみるに、契約④は、ＬがＧ及びＫに働きかけた結果、従前のＧとＫと

の間の契約②を解除し、新たにＧとＬとの間で契約③を締結するとともに、ＬとＫとの間で

締結されたという経緯がある。また、実際には契約③で設定されたＧのＬに対する賃料は支

払われないこととされている。そうだとすると、契約④は、ＬのＧに対する β 債権の弁済

の便宜を図ることのみを目的として締結された可能性が高く、Ｌは賃借人としての実体を有

さない。そのため、転貸人であるＬは、正常な取引によって転貸賃料を得る利益を有すると

は言い難い。また、契約④でＫがＬに対して支払うべき賃料は月額２５万円とされているの

に対して、契約③のＬがＧに対して支払うべき賃料は月額３万円にすぎないところ、Ｈの物

上代位の対象が契約②の月額２５万円から月額３万円に減少している。そうだとすると、抵

当権者であるＨの権利が、不当に妨害されているといえる。 

（３）したがって、転貸人Ｌを抵当権設定者Ｇと同視するのが相当な場合といえるため、本

件賃料債権は物上代位の対象となる。 

２ もっとも、抵当権は、被担保債権に不履行があってから初めて抵当不動産の果実に効 

力が及ぶ（３７１条）。これは、抵当不動産による収益によって弁済をするという抵当権設

定者の期待と期限の利益を保護するためのものである。そこで、抵当不動産の果実である賃

料債権についても、抵当権の効力が及ぶのは、債務不履行が認められる弁済期以後である。    

本件では、ＬＫ間の転貸料債権を賃料債権とみなして、抵当権の効力として物上代位するも

のであるから、ＬＫ間の転貸料債権に物上代位が可能となるのは、α債権の弁済期である令

和５年５月３１日が経過してからである。 

したがって、令和５年５月分の賃料債権は３７１条により物上代位をすることができない

が、令和５年６月分以降の賃料債権は、物上代位権の行使が可能である。     以上 
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